
災害復旧等事業（公共）
【３１，３６９百万円】

対策のポイント
台風、豪雨等により被災した農林水産業施設・公共土木施設を早期に復旧

するため災害復旧等事業を実施します。

＜背景／課題＞

・我が国は、国土の自然的、地理的条件から、暴風、洪水、高潮、地震等の災害を極め

て受けやすい状況下にあり、毎年多くの災害が発生しています。

・生産活動の維持や国土の保全、地域の安全・安心の確保を図るため、被災した施設の

早期復旧が必要です。

・また、被災地域において、再度災害のおそれがある場合、施設の復旧に併せて隣接施

設等の改築・補強等が必要です。

政策目標

被災した農林水産業施設・公共土木施設の速やかな復旧整備

＜主な内容＞

１．災害復旧事業 ２４，７５７百万円

被災した農林水産業施設・公共土木施設の復旧整備を実施します。

農業施設災害復旧事業 １４，８０８百万円

山林施設災害復旧事業 ７，７４９百万円

漁港施設災害復旧事業 ２，２００百万円

補助率：6.5/10、５/10、２／３等

実施主体：地方公共団体等

２．災害関連事業 ６，６１２百万円

再度災害防止のため、災害復旧事業と併せて隣接施設等の改築又は補強等を実施

します。

山林施設災害関連事業 ６，６０７百万円

漁港施設災害関連事業 ５百万円

補助率：２／３、50／100等

実施主体：地方公共団体等

お問い合わせ先：

農業施設に関すること 農村振興局防災課（０３-６７４４-２２１１）

山林施設に関すること 林野庁治山課 （０３-３５０１-４７５６）

漁港施設に関すること 水産庁防災漁村課（０３-３５０２-５６３８）

［平成26年度補正予算の概要］



農業農村整備事業（公共）
【１５，７５１百万円】

対策のポイント
農村地域の防災・減災のための農業水利施設の長寿命化・耐震化対策、洪

水被害防止対策、農業競争力強化のための農地の大区画化・汎用化、畑地か
んがいの整備等を推進します。

＜背景／課題＞

・農村地域の防災・減災を図るためには、地震・豪雨等の自然災害の激甚化や基幹的な

農業水利施設の老朽化への対策を推進する必要があります。
・農業競争力強化を図るためには、担い手への農地の集積・集約化に向け、農地中間管

理機構とも連携しつつ、農地の大区画化・汎用化、畑地かんがい等を推進する必要が
あります。

政策目標
○国営造成施設における重要構造物の耐震設計・照査の実施率
（約２割（平成23年度）→約６割（平成28年度））

○基幹水利施設の機能診断済みの割合
（約４割（平成22年度）→約７割（平成28年度））

○決壊すると多大な影響を与えるため池のうち、ハザードマップ作成等ソフ
ト対策を実施した割合 （３割（平成24年度）→10割（平成32年度））
○担い手が利用する面積が今後10年間（平成35年まで）で全農地面積の８割
となるよう農地集積を推進

＜主な内容＞

１．防災・減災対策 １１，０２６百万円
基幹的な農業水利施設等の耐震診断や耐震化工事、老朽化したため池対策、農村

地域の洪水被害防止対策や地すべり対策等を実施します。

２．農業競争力強化対策 ４，７２５百万円
農地の大区画化・汎用化等の基盤整備を実施し、農地中間管理機構とも連携しつ

つ、担い手への農地集積・集約化や農業の高付加価値化を推進します。また、草地

基盤整備を実施し、離農農家の草地の円滑な継承を図ります。

農村地域防災減災事業（１） ３，７２６百万円

国営総合農地防災事業（１） １，８４７百万円

水資源機構かんがい排水事業（１） ２４０百万円

国営かんがい排水事業（１、２） ５，４０４百万円

農業競争力強化基盤整備事業（２） ３，２１０百万円

農業基盤整備促進事業（２） ９４０百万円

農業水利施設保全合理化事業（２） １１２百万円

国営農地再編整備事業（２） ２７２百万円

国庫負担率・補助率：２／３、１／２等

事業実施主体：国、都道府県等

［お問い合わせ先：農村振興局設計課 （０３－３５０２－８６９５）］

［平成26年度補正予算の概要］



洪水被害防止対策

○ 基幹的な農業水利施設等の耐震診断や耐震化工事、老朽化したため池対策、農
村地域の洪水被害防止対策や地すべり対策等を実施。

農業農村整備事業

農家数 戸当たり規模

３６３戸 ０．６ｈａ／戸

：集落営農参加合意者

：自家消費希望者

計画現況

地域全体の一体的な農地整備

○ 農地の大区画化・汎用化等の基盤整備を実施し、農地中間管理機構とも連携し
つつ、担い手への農地集積・集約化や農業の高付加価値化を推進。

２．農業競争力強化対策１．防災・減災対策

平成26年度補正予算： １５，７５１百万円
（平成26年度当初予算額：２６８，９２８百万円）

点検調査

老朽化したため池対策

耐震診断 耐震化

堤体の改修 洪水吐の整備

耐震化前の農道橋 耐震化後の農道橋農道橋の点検・診断

ポンプ羽根車の設置

パイプラインの破裂 側壁が倒壊した水路

突発事故対策

排水機場

小学校
幹線道

無かん水 かん水

（切り土）（盛り土）

露地野菜（レタス） かん水効果（キャベツ）施設園芸（メロン）

簡易整備による区画拡大

農地中間管理機構の活用

農地整備事業

農地中間管理事業

合理的な農地
集積・集約化

畑地かんがいの整備

地すべり対策

農地の被害状況集落の被害状況



治山事業・森林整備事業（公共）
【１０，５０１百万円】

対策のポイント
国土保全等の森林の公益的機能を発揮させ、豪雨等に備えた防災・減災対

策を推進するとともに、林業の成長産業化や地球温暖化防止に資する間伐、
路網整備等を推進します。

＜背景／課題＞
・集中豪雨・火山噴火等による激甚な山地災害等が各地で頻発しており、国民の生命・
財産を守るための治山対策等を推進する必要があります。

・我が国の豊富な森林資源を循環利用し、安定的な木材の供給体制の構築に資するとと
もに、地球温暖化防止対策としての森林吸収量3.5％の確保に向け、施業の集約化を
図り、間伐、路網の整備等を推進する必要があります。

政策目標
○周辺の森林の山地災害防止機能等が適切に発揮された集落の増加
（5.5万集落（平成25年度）→5.8万集落（平成30年度））

○森林吸収量3.5％（平成２年度比）の確保に向けた間伐の実施
（平成25年度から平成32年度までの８年間の年平均：52万ヘクタール）

＜主な内容＞
１．治山事業 ３，０９５百万円

集中豪雨や台風、火山噴火等により発生した山地災害箇所等であって、今後の降
雨等により人命・財産に被害が及ぶおそれのある森林について、早急に復旧整備を
実施します。

復旧治山事業 ２，４７１百万円
民有林直轄治山事業 ４０１百万円

国費率：10／10、２／３、１／２等
事業実施主体：国、都道府県

２．森林整備事業 ７，４０６百万円
（１）国土保全等の公益的機能の発揮により、災害に強い森林づくりに資するよう、奥

地水源林等で間伐等の森林整備を推進します。
水源林造成事業 １，２５０百万円
国有林森林整備事業 ３，０３６百万円

国費率：10／10
事業実施主体：国、（独）森林総合研究所

（２）国産材の安定供給体制の構築に資するとともに、森林吸収量を確保するための間
伐、路網整備等を推進します。搬出間伐を進めるため、搬出材積の要件（10㎥／㏊
以上）を見直します。

森林環境保全直接支援事業 １，８５５百万円
国有林森林整備事業 １，２６５百万円

国費率：10／10、３／10
事業実施主体：国、都道府県、市町村、森林所有者等

お問い合わせ先：
１の事業 林野庁治山課 （０３－６７４４－２３０８）
２の事業 林野庁整備課 （０３－６７４４－２３０３）

［平成26年度補正予算の概要］



治山施設の整備

崩壊地

荒廃地

崩壊地

保全対象

間伐等の森林整備により、
我が国の森林資源を活かし
た林業の成長産業化を実現
するとともに、森林の公益
的機能を発揮。

森林整備事業

間伐

路網整備

間伐や路網等の整備

集中豪雨等により各地で山地災害が発生しており、荒廃山地の復旧整備等を早急に進めるとともに、森林の公益的機能の
発揮により災害に強い森林づくりに資するよう、奥地水源林等で間伐等の森林整備を実施。また、我が国の森林資源を活か
した林業の成長産業化の実現に向けた課題である木材の安定供給体制の構築に資するとともに、地球温暖化防止対策として
森林吸収量3.5％の確保に向けて、間伐や路網整備等を推進。
○『治 山 事 業』→山腹崩壊等に伴う再度災害を防止するため、近年の集中豪雨や火山噴火等により発生した荒廃山地の

復旧整備等を実施。
○『森林整備事業』→災害に強い森林づくりに資するよう奥地水源林等の森林整備を実施するとともに、林業の成長産業化

に資するための間伐や路網整備を実施（搬出間伐の推進に向けて、搬出材積10m3/ha以上の要件を見直し）。

治山事業・森林整備事業 平成２６年度補正予算 治山事業 ３１億円
森林整備事業 ７４億円

集中豪雨等に起因する土砂・流
木の流出や崩壊、火山地域にお
ける土石流などの災害を防止す
るための治山対策を実施し、安
全・安心を確保。

治山事業

山地災害の発生状況

治山対策による復旧対策のイメージ



水産基盤整備事業（公共）
【４，０９７百万円】

対策のポイント
・自然災害に強く安全で安心な漁業地域の実現に向けて、漁港施設の防災・
減災対策を推進します。
・水産業の成長産業化に向けて、消費・輸出の拡大を図るため、漁港の衛生
管理対策や水産資源の回復対策を推進します。

＜背景／課題＞
・自然災害に備えた防災・減災を図るため、漁港施設の地震・津波対策や長寿命化対策
が必要です。

・水産業の成長産業化を実現し、消費・輸出の拡大を図るため、拠点漁港における衛生
管理対策、水産資源を回復するための漁場整備が必要です。

政策目標
○流通拠点漁港における陸揚岸壁の耐震化の推進
（20％（平成21年度）→概ね65％（平成28年度））

○流通拠点漁港における高度に衛生管理される水産物の取扱量の増加
（29％（平成21年度）→概ね70％（平成28年度））

○水産環境整備による水産資源の生産力向上
（概ね11万トンの増産（平成28年度））

＜主な内容＞

１．自然災害に備えた漁港施設の防災・減災対策 ２，８６８百万円
地震・津波、台風等の自然災害に強く安全で安心な漁業地域の実現に向けて、漁

港施設の地震・津波対策、長寿命化対策を推進します。
直轄漁港整備事業 １，３５０百万円
水産流通基盤整備事業 １１４百万円
水産物供給基盤機能保全事業 ３９４百万円
漁港施設機能強化事業 ４８４百万円
水産生産基盤整備事業 ５２６百万円
国費率：10／10（うち漁港管理者２／10等）、１／２等

事業実施主体：国、地方公共団体

２．国産水産物の衛生管理や資源回復のための基盤強化対策 １，２２９百万円
国産水産物の輸出促進及び国内市場における競争力強化を図るため、拠点漁港に

おける衛生管理対策等を推進します。また、海域全体の生産力の底上げなど資源回
復のための漁場整備を推進します。

フロンティア漁場整備事業 ２８５百万円
水産流通基盤整備事業 ３７６百万円
水産環境整備事業 ５６８百万円
国費率：10／10（うち関係県１／４）、１／２等

事業実施主体：国、地方公共団体

［お問い合わせ先：水産庁計画課 （０３－３５０２－８４９１）］

[平成26年度補正予算の概要]



水産基盤整備事業（平成26年度補正予算 4,097百万円） 

○ 自然災害に強く安全で安心な漁業地域の実現に向けて、漁港施設の防災・減災対策を推進。 
○ 水産業の成長産業化に向けて、消費・輸出の拡大を図るため、拠点漁港の衛生管理対策や水産資源の回復対策を推進。 

波浪による越波 

老朽化による強度低下 

地震による倒壊 

老朽化による強度低下 

軽量材

土圧の軽減

対策例：背後土砂の軽量化、コンクリートの打直し 対策例：コンクリートの腹付け、上部工の嵩上げ 

滑動・転倒の
抑制 

漁港施設の防災・減災、長寿命化対策 

①
防
波
堤
の
例 

②
岸
壁
の
例 

1 

衛生管理型漁港の整備 

鳥獣被害の懸念 

高水温による海藻類の枯死 

植食性魚類(アイゴ等)の増加 

拠点漁港の衛生管理対策 資源回復対策 

漁港における陸揚げ状況 

混雑による作業動線の錯綜 

競争力強化（１，２２９百万円） 

防災・減災対策（２，８６８百万円） 

対
策 

波浪等
による
水平力 

対
策 

清浄海水導入施設 

軒からの雨垂れ防止 

清浄海水給水栓 
上水給水栓 

漁具・ 
魚体洗浄 

防風、防暑、鳥獣防止、異物混入を防ぐ屋根 

排気ガスのない 
電動フォークリフト 

鳥の巣が出来ない天井 
十分な明るさの照明 

駐車場 

漁港浄化施設 

積込エリア 市場エリア 陸揚エリア 
鼠属進入防止型排水路 

選別自動軽量 

床置き解消と流れ作
業化のベルトコンベア 
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適切な勾配と床の抗菌処理 

自動床高圧洗浄 
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自動選別 
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一次保管 
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市場エリア
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生活史 
メバル・カサゴ・ヒラメなど 

藻場・干潟等の良好な生息空間の創出による水産資源の回復・増大 

藻場の回復・創出 

フロンティア漁場整備 
（ズワイガニの保護礁） 

干潟 

藻場 
藻場 

産卵 
仔魚 

未成魚 

漁場の整備 
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増殖場の整備 
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対
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農山漁村地域整備交付金（公共）

【５，０００百万円】

対策のポイント
地方の裁量によって実施する農山漁村の防災・減災対策や農林水産業の基

盤整備を支援します。

＜背景／課題＞

・農山漁村地域において、地震・津波対策はもとより、集中豪雨等の頻発化・激甚化に

対応するために、防災・減災対策を推進することが必要です。

・また、地域の特色を生かした地域活性化を図るためには、地域の創意・工夫によって

農林水産業の基盤整備を進めることが重要です。

・このため、都道府県の裁量により事業を実施することが可能な交付金を措置すること

により、強い農林水産業のための基盤づくりを推進します。

政策目標
○基幹水利施設の機能診断済みの割合
（約４割（平成22年度）→ 約７割（平成28年度））

○周辺の森林の山地災害防止機能等が適切に発揮された集落の増加
（5.5万集落（平成25年度）→ 5.8万集落（平成30年度））

○海岸堤防等の整備率（28％（平成23年度）→ 66％（平成28年度））

＜主な内容＞

１．都道府県又は市町村は、農山漁村地域整備の目標等を記載した農山漁村地域整備計

画を策定し、これに基づき事業を実施します。

２．農業農村、森林、水産の各分野において、農山漁村地域の防災力の向上や生産現場

の強化のための事業を選択して実施することができます。

また、これと一体となって事業効果を高めるために必要な効果促進事業を実施する

ことができます。

農業農村分野：農業用用排水施設整備等

森 林 分 野：予防治山等

水 産 分 野：漁港漁場整備、漁村環境整備、海岸保全施設整備等

３．国から都道府県に交付金を交付し、都道府県は自らの裁量により地区毎に配分でき

ます。また、都道府県の裁量で地区間の融通が可能です。

（水産分野の一部事業については、市町村への直接交付も可能。）

お問い合わせ先：
農業農村分野に関すること

農村振興局農村整備官 （０３－６７４４－２２００）
森林分野に関すること

林野庁計画課 （０３－３５０１－３８４２）
水産分野に関すること

水産庁防災漁村課 （０３－３５０２－５３０４）

［平成26年度補正予算の概要］



農山漁村地域整備交付金

○ 農山漁村地域の活性化を図るため、地震・津波や集中豪雨等の頻発化・激甚化に対応した防災・減災対策を進めるとともに、
農林水産業の基盤整備を推進することが重要。

○ 都道府県の裁量により、防災力の向上や生産現場の強化につながる強い農林水産業のための基盤づくりを推進。

【農業農村基盤整備】 【水産基盤整備】

【海岸保全施設整備】【森林基盤整備】

用水路の整備・更新により水管理負
担を軽減し農地利用を推進

老朽化したため池の全面改修により
洪水被害を未然防止

林道等の整備により効率的な間伐
材等の搬出を実現

漁業作業の効率化と安全対策の
ための漁港整備（岸壁改良）

津波・高潮対策としての水門の整備

ほ場整備による農業生産性の向上、
秩序ある土地利用の推進

「農山漁村地域整備計画」を都道府県、市町村が策定して実施

地域の自主性に基づき、農・林・水に
またがる広範かつ多様な事業を自由
に選択
（都道府県が各地区に予算を配分）
（関係事務の一本化・統一化）

農業農村基盤整備 水産基盤整備森林基盤整備 海岸保全施設整備

都道府県の裁量による弾力的か
つ機動的な運用が可能

（農・林・水横断的な予算融通が
可能）

自治体は計画・進捗状況・事後評
価を公表
（客観性・透明性の確保）

農山漁村地域整備と一体となって、
事業効果を高めるために必要な効
果促進事業の実施が可能

地域の創意工夫を活かした農山漁村地域の総合的な整備の実施

＋ ＋＋

交付金の仕組みと特徴

交付金を活用した事業の実施例

津波、高潮による被害を未然に防ぐ
ため海岸堤防の整備を推進

藻場造成による漁場の整備

適切な森林整備を通じて、公益的機能
を維持・向上治山施設による山地災害の未然防止

漁村における津波避難対策（避難路、避難地の整備）

汀線を防護・回復する侵食対策
（離岸堤の整備）



特殊自然災害対策施設緊急整備事業
【１５０百万円】

対策のポイント
火山の噴火により著しい被害を受けるおそれがある地域を対象として、降

灰被害に対応するための施設整備等を緊急的・集中的に実施します。

＜背景／課題＞

・我が国は国内に110の活火山を有する世界有数の火山国です。

・近年、桜島や新燃岳などの活動火山の急激な活発化に伴う降灰等により農作物等への

被害が増加しています。

・このため、火山の噴火に伴う農作物等への被害を防除・最小化するために必要な施設

整備等を緊急的・集中的に実施し、災害に強い農村づくりを推進します。

政策目標

降灰による農作物等への被害が発生するおそれのある農地の減少

＜主な内容＞

災害に強い農村づくりを推進するため、火山の噴火により著しい被害を受け、又は

受けるおそれがあると認められる地域を対象として、被害を防除・最小化するために

必要となる洗浄用機械施設等の整備やその他関連して行う基盤整備等を支援します。

補助率：１／２以内

事業実施主体：市町村、農業者が組織する団体等

［お問い合わせ先：農村振興局防災課 （０３－３５０２－６４３０）］

［平成26年度補正予算の概要］



事 業 の 対 象

事 業 内 容

○ 火山活動の活発化に伴う降灰等により農作物等への被害が発生し、地域経済の基盤として地域生活の安定に欠かせない役
割を果たす農業経営に著しい影響。

○ このため、火山の噴火により著しい被害を受けるおそれがある地域に対して農作物等への被害を防除・最小化するために必
要な施設整備等を実施し、災害への対応体制を強化。

趣 旨

「特殊自然災害対策施設緊急整備事業」

○ 活動火山特別措置法に基づき、都道府県知事が策定する防災営農施設整備計画の対
象地域内の、市町村、農業協同組合、農業生産法人、農業者が組織するその他の団体等

補 助 率 等

農業者が組織する団体等が行う
事業に対して、事業費の１／２以
内を補助

農林水産省

【①施設整備等】 【②関連整備等】

被害を防除・最小化させるために
必要な洗浄用機械施設整備等を実施。

整備効果を一層促進させるため、洗浄用水の
供給施設等の関連整備等を一体的に実施。

① 降灰被害を防除・最小化するために必要な洗浄用機械施設整備等を実施
② 関連する整備等を一体的に実施

計画主体
（都道府県）

事業実施主体
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